
開始Ｂ／Ｓの増減要因分析 

都市機構は、平成１６年７月の設立時の時価評価に伴い、主にニュータウン事業の含み損により約7,300億円（※）の繰越欠損金をもって発足。 

※ 国土交通省に設置された資産評価委員会が実施した資産評価の結果、事業用資産で約6,200億円の評価損が発生。 

   このほか、独立行政法人会計基準適用に伴う資産・負債組替（貸倒引当金の計上等）に併せて、約7,300億円の繰越欠損金を計上した。 

この繰越欠損金を、国費による支援に頼らず、機構の自助努力により解消するため、平成17年７月、経営改善計画を策定。 

１．（１）② 
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機構設立時に資産の時価評価を行った経緯 

「特殊法人等の廃止・民営化等及び独立行政法人の設立等に当たっての基本方針について」 
（平成１４年１０月１８日特殊法人等改革推進本部決定） 

４ 新独立行政法人への資産・負債の承継 
  新独立行政法人の設立にあたっては、特殊法人等の資産・負債を時価評価した上で新法人に承継する
こととなるが、仮に欠損金を承継することとなった場合でも、安易な国費投入等は行わず、主務大臣及び新
独立行政法人が、その業務を確実に実施するために必要な財産的基礎の確保を図る観点から、欠損金の
処理計画など具体的な処理方策を策定し、これを着実に実行することをもって対応する。 

「独立行政法人通則法」（平成１１年法律第１０３号） 
○業務を確実に実施するために必要な資本金その他の財産的基礎の確保（第８条） 
○原則として企業会計原則を採用（第３７条） 

１．（１）② 

財産の承継については、各独法の設置根拠法において、以下の内容が規定されている。 
○資産の価額→新法人成立の日現在における時価を基準として評価委員が評価した価額 

２ 

１．欠損金を資本金で相殺 
 

「資産から負債を差し引いた額を出資額とする」 

２．欠損金を新法人に承継【都市再生機構】 
 

「出資金はそのまま承継。資産から負債を差し引
いた額を積立金又は繰越欠損金とする」 

独立行政法人都市再生機構資産評価委員会にお
いて、ＵＲに承継される資産価額を決定(H16.11.25) 

資本金8,600億円を承継した上で、資産から負債を
差し引いた7,288億円が繰越欠損金とされた。 

独立行政法人化に伴い、２７法人で１１兆４，０１７
億円の政府出資金が減少（国が承継したことによ
るものなどを除く。）。 
（「独立行政法人の業務、財務、入札、契約の状況に関する会計
検査の結果についての報告書」（平成２０年１１月会計検査院）） 
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経営改善計画（改訂後）の損益見込み 
○ 前提条件 

１．（１）② 

○ 改訂前経営改善計画 
（H17.7） 

■繰越欠損金の解消見込み 

[ ▲90 ] S61～H16.6まで 
累計▲480 

※第一期の建物除却損（減損）の90は、住宅管理1,569の内数。 
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宅地造成等経過勘定宅地造成等経過勘定  宅地造成等経過勘定宅地造成等経過勘定  

都市再生勘定都市再生勘定  都市再生勘定都市再生勘定  

① 

①固有の資産・負債を各勘定に特定 
※一部の科目については比率按分  

① 

平成平成1616年度期末年度期末B/SB/S  平成平成1616年度期末年度期末B/SB/S  

②長期借入金・債券のうち固有の借入
金等を各勘定に特定

現金・預金 1,883億円 

資産 

17兆3，204億円 １7兆3,130億円 

資本 計 
１，９５7億円 

負債 

平均残高金利 2.21％ 

平均残高金利 6.45％ 

平均残高金利 3.05％ 

財政融資資金 
12兆2,504億円 

 ○ 平成１６年度末の貸借対照表をベースに、 
   ① 会計上、合理的かつ適正であること   
   ② 各勘定の運営に著しい支障をきたすことがないこと 
   等のポイントを踏まえ、法律で規定する業務区分に応じて各勘定の資産、 
   負債及び資本を特定 
 
 ※ 会計的合理性については、監査法人に確認。欠損金の区分については、 
   経過業務勘定の財産的基礎の確立に配慮 （債務超過を回避）   

勘定分離の考え方（平成１７年度期首B/S） １．（１）② 

  
資本内訳 資本金    858億円 
     繰越欠損金 △858億円   

資本内訳 資本金    7,792億円 
     繰越欠損金 △5,835億円   

① 

① 

① 

① 

② 

③ 

④ 

A A 
B C 

Ａ．公団解散時の充当目的に従い資本
金を各勘定に特定  

B．経過勘定の資本金に見合う繰越欠
損金を経過勘定に特定 

Ｃ．残余の繰越欠損金を都市再生勘定
に特定 

④残余の財政融資資金や長期借入
金・債券を都市再生勘定に特定  

② 

財政融資資金 
9兆0,184億円 

③財政融資資金について、資産の額
に見合うまで残期間の短いものから順
に経過勘定に特定  

金等を各勘定に特定
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役員 

理事長

監事 
理事長補佐 任命・解任 

監査

  
現行の独立行政法人のガバナンス構造 

１．（１）④ 

理事長
（代表権・業務執行） 会計監査人 

主務大臣 

任命・解任 

監査 

任命・解任 

 
評価委員会 

 

評価 
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現行の独立行政法人制度の問題点 

 
・理事長に業務運営の全権限（業務上の意思決定、人事権、予算権等の執行）が集中しており、株式会社の
特徴である役員間のチェック＆バランスの仕組みが働いていない。 
 

・理事長の違法行為、不正行為に対する牽制力、抑止力、責任追及手段が事実上ない 
 

現行の独立行政法人制度の問題点 

監事 権 が も 監事が監 ポ 体 が ず 監 が

１．（１）④ 

 
 
 

・独立行政法人のヒト・モノ・カネを主務官庁が握っているため、法人による自立的な経営が事実上できない。 

・独法の年度実績の評価等を所管省庁が行っているため、評価がお手盛りとなっている。 
 

・法人ごとに評価の項目や価値尺度がばらばらであるため、独法全体を通じた横断的な比較ができない。 

・監事の権限が弱いとともに、監事が監査を行うサポート体制ができておらず、十分な監査が行われていない。 
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  都市再生機構の賃貸住宅は、当初、中堅勤労者層を対象として供給されてきたが、現在は居住者の高齢化、低所
得化が顕著となっている。 
  現在、用地を取得し、住宅を供給することは行っておらず、老朽ストックの建替えや再開発事業等まちづくり事
業に伴う賃貸住宅供給に限定されている。 
  中堅勤労者層への住宅供給という役割は既に終了しており、現在の役割は、既存ストックを活用しながら、低所
得の高齢者等の居住の安定を図ることに移っている。こうした観点から、家賃水準や家賃減額をどうするかが、以
前にも増して課題となってきている。 
  また、団地における福祉施設、医療施設の導入等により、高齢者が安心して生活できる環境整備を進めていくこ
とが重要な課題となっている。 

賃貸住宅 

■空家の状況 

  募集・斡旋中の空家 ４．６％ 
募集停止中の空家 ５ ５％

■管理開始年代別管理戸数  

  １．（２）① 

■管理開始年代別ストックの特徴 

■全国のＵＲ賃貸住宅の分布 

  募集停止中の空家 ５．５％
  合計 １０．１％ 

 

※データは平成21年度末現在 

21 



   

■平成17年定期調査 

418万円 世帯主 

39.5% 共稼ぎ世帯率 

11年8ヶ月 居住年数（平均） 

33.2% 
＜11.3%＞ 

高齢者（65歳以上）がいる世帯 
＜うち高齢単身者＞ 

505万円 世帯全体 
年収（平均）  

2.2人 居住人数（平均） 

54.3才 世帯主年齢（平均） 

■世帯主年齢（年齢別分布） 
６５歳以上 約３０％ 

賃貸住宅居住者の属性等   １．（２）① 

■平均世帯主年齢の推移 
■収入分位別入居世帯の割合 

■平均世帯収入の推移 

20～ 40％ 
 18.5% 

40～ 60％ 
 12.4% 

60～ 80％ 
 9.8% 

80～100％ 
 7.4% 

  0～ 20％ 
 51.9% 

※収入分位は、総務省統計局「家計調査年報 ＜貯
蓄・負債編＞平成16年」における全国・勤労者世

帯の年間収入五分位階級 
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 団地分析 

＜地域別・年代別団地数・管理戸数＞ 

１．（２）① 

■地域の定義 

  「23区内」＝東京都23区   「首都圏」＝23区を除く東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、茨城県 

  「中部圏」＝愛知県      「近畿圏」＝大阪府、兵庫県、京都府、奈良県 

  「九州圏」＝福岡県      「その他」＝上記のいずれにも属さない地域 
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○メインストック（昭和40～50年代）は低廉でリニューアル･高優賃等の改良がされており、入居状況は良好。 
 

○築浅団地（平成７年～）も設備水準が高くバリアフリー化されているものが多く、入居状況は良好 
 

○家賃が高額な割にバリアフリーの状況や設備水準で築浅団地に見劣りする昭和60年代の団地で空き家が目立つ状況。 

区分 エリア 昭和30年代 昭和40年代 昭和50年代 昭和60年代 平成7年～ 合計 
    戸数 率 戸数 率 戸数 率 戸数 率 戸数 率 戸数 率 

首都圏 23区内 6 0.1% 443 1.2% 412 2.2% 586 4.3% 1,081 4.4% 2,528 2.4% 
    3,741 39.9% 2,042 5.4% 729 3.8% 799 5.9% 1,183 4.8% 8,494 8.1% 
  その他首都圏 163 0.5% 2,409 1.6% 1,957 4.1% 2,695 7.1% 1,700 3.2% 8,924 2.8% 
    7,644 25.3% 8,233 5.4% 3,822 8.1% 3,579 9.5% 2,383 4.4% 25,661 8.0% 
中部   5 0.1% 718 2.5% 243 2.4% 269 4.4% 80 1.5% 1,315 2.4% 
    1,152 31.9% 2,368 8.1% 590 5.7% 424 6.9% 101 1.9% 4,635 8.5% 
関西   196 0.9% 2,664 3.2% 2,870 5.5% 1,272 5.9% 1,104 3.7% 8,106 3.9% 

 空家率 

平成２０年度末現在 

１．（２）① 

    5,366 25.4% 7,003 8.4% 4,596 8.8% 1,721 8.0% 1,534 5.2% 20,220 9.7% 
九州   52 1.0% 456 2.3% 678 6.3% 388 7.6% 291 4.3% 1,865 3.9% 
    1,048 20.8% 1,232 6.1% 980 9.1% 447 8.8% 332 4.9% 4,039 8.5% 
その他   169 9.6% 388 3.0% 762 6.3% 77 15.2% 4 1.0% 1,400 5.0% 
    212 12.1% 1,270 9.7% 1,790 14.8% 121 23.9% 4 1.0% 3,397 12.2% 
合計   591 0.8% 7,078 2.1% 6,922 4.6% 5,287 6.3% 4,260 3.5% 24,138 3.2% 
    19,163 26.9% 22,148 6.6% 12,507 8.2% 7,091 8.4% 5,537 4.6% 66,446 8.7% 

上段：募集斡旋中戸数・空家率 
下段：総空家戸数・空家率 

：空家率＜３.２％（募集斡旋中全団地平均） 
  空家率＜８.７％（総空家全団地平均） 
 

：空家率≧ ３.２％（募集斡旋中全団地平均） 
  空家率≧ ８.７％（総空家全団地平均） 
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